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鳥取県東部医師会在宅医療介護連携推進室 

 

 

在宅医療介護連携の推進について 

 

 

○（厚生労働省）在宅医療・介護連携推進事業の手引き：令和 2年 9月改訂 

（主な見直しポイント） 

・従来の 8つの事業にとらわれず、地域の実情、課題に応じＰＤＣＡサイクルに沿っ

て柔軟に取り組むこと 

・4つの場面（①日常の療養支援、②入退院支援、③急変時の対応、④看取り）を意

識して課題の抽出、検討を行うこと 

・看取りや認知症への取り組みの強化 

・他の地域支援事業（認知症総合支援事業、生活支援体制整備事業、介護予防・日常

生活総合事業）等との連携・調整を進め事業実施していくこと 

 

 

 

【資料８】 
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○東部地区在宅医療介護連携推進協議会ワーキンググループの再編 

   ○総合企画WG（事業全体の企画・進捗管理等） 

●在宅療養支援WG（4場面の②日常の療養支援について協議検討） 

   ●研修支援WG  （多職種研修の企画・運営・評価を一体化）  

●行政・住民啓発WG（地域啓発活動の実施主体である当協議会、地域包括 

支援センター、行政保健分野保健師・国保分野、社協の連携強化） 

●ACPノート企画WG（医療機関、介護施設での活用を視野に、ACPパンフ 

レットと終活支援ノートの一体化を企画、作成） 

 

○コロナ禍での多職種研修会・住民啓発活動 

● ZOOMを活用した研修会の開催（講義とグループワーク） 

 ・初学者向け多職種“絆”研修：（3回シリーズ） 

    ①病院から在宅へ（退院支援）、②在宅療養中（生活支援）、 

③看取りの時期（終末期の支援） 

    ・東部在宅医療・介護連携研究会事例検討会 

● 認知症本人視点での研修動画（YouTube）の作成・配信 

・多職種研修会 ～ 認知症とともに生きる ～ Vol.1（約 74分：5本立て） 

・多職種研修会 ～ 認知症とともに生きる ～ Vol.2 現在編集中 
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● 住民啓発活動（コロナ禍で激減） 

    ・地域住民向け研修・講演 開催 4回：参加者 118人 

    ・ACP等関係者向け周知研修    4回：参加者  70人 

・地域包括ケアシステムパンフレット（第 2版）の作成（R2.3月末完成） 

     「みんなでささえあおう～わたしたちの地域包括ケアシステム～」 

 

○医療・介護関係者の情報共有の支援、在宅療養時の場面での課題検討 

   ●病院の入退院時の介護（ケアマネ）と医療の業務手順書の運用開始（R3.2～） 

    ※入院時情報提供書の統一化（厚生労働省提示様式を使用） 

   ●主治の医師等への医療系サービス利用確認のための様式の作成（別添資料） 

   ●協議会、在宅療養支援WGでの在宅療養時の場面での課題抽出 
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医療系サービスの利用確認票 
 

  令和   年   月   日 

医療機関名  

診療科  

 

事業所名  

主治医名  介護支援専門員名  

連絡先 ＴＥＬ  

返送先 ＦＡＸ  

 

フ リ ガ ナ 

被保険者氏名 

 

 
生年月日 Ｍ ・ Ｔ ・ Ｓ   年  月  日 性別 男 ・ 女 

主治医から意見を伺うことについての本人又は家族からの承諾の有無 有  ・  無 

介護度 認定期間  

   

 上記の被保険者につきまして、医療系サービス利用のため、下記の点についての 

主治医のご意見を、下記へご記入いただきますようお願いします。 

  

ケアマネジャーの意見 主治医の意見 

１．アセスメントの結果による問題点 １．居宅サービス（             ）について 

 

必要 不要 

（どちらかに○をお願いします） 

２．問題点に対する援助内容（予定居宅サービス等） ＊留意点があれば、下記に記載をお願いします。 

  

３．問題点・援助内容等の中で、医学的見地から 

うかがいたいこと 

 

 

 

 

 

 

（記入日） 令和    年    月    日 

（主治医氏名）  

 


